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知的障害児通園施設及び肢体不自由児通園施設の保育内容の充実
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精神または身体に障がいを有する20歳未満の児童を監護している父母または養育者に手当を支給することにより児童
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細事業：心身障害児通園施設運営費補助事業                

１．障害児通園施設運営費補助事業 

しょうとく園（児童発達支援センター）の一層の推進を図るために、3 市 2 町 1 村（河内長野市、富田林市、大

阪狭山市、河南町、太子町、千早赤阪村）が連絡協議会を設けて調整を図り、運営補助を行っている。本年度、3

市 2町 1村が交付した運営補助金は、57,000,000円であり、本市は 16,541,629円の補助を行った。 

なお、通園した児童数（市町村別）は次表のとおりであった。 

＜通園児童数（平成 25年 10月 1日現在）＞ 

 総数 河内長野市 富田林市 大阪狭山市 河南町 太子町 千早赤阪村 

第１しょうとく園 50 16 18 13 0 2 1 

第２しょうとく園 25 8 8 4 3 1 1 

 

 

 

 

 

細事業：特別児童扶養手当支給事業                                

１．特別児童扶養手当 

精神または身体に障がいを有する 20 歳未満の児童を父母または養育者が家庭で監護しているとき、児童

の福祉の増進を図ることを目的とし、その父母または養育者に特別児童扶養手当が支給された。 

実施主体は大阪府であり、本市は申請書類の経由を行ったもので、本年度で取り扱った件数は 193件であっ

た。 

 


